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経 歴 書 

氏 名  鈴木 鐸士 （スズキ タクジ） 

     1940年 4月 5日生 （84歳） 

現住所  〒316-0013 

     日立市千石町１－１５－２６ 

電 話  0294-32-2052（自宅） 090-3546－1796（携帯） 

     suzukitakuji@ybb.ne.jp（メール） 

 

学 歴  1947年 4月 （旧）多賀町立大久保小学校入学  （搬入道路入口近くに在る） 

     1953年 4月 日立市立多賀中学校入学     （鮎川の下流域に在る）  

     1956年 4月 茨城県立水戸第一高等学校入学 

     1959年 3月 茨城県立水戸第一高等学校卒業 

     1959年 4月 大塚予備校入学（その後約 1年間、東京都内に在住） 

     1960年 4月 茨城大学工学部機械工学科入学 

     1964年 3月 茨城大学工学部機械工学科卒業 

     1981年 9月 東京大学工学博士の学位取得 

 

職 歴  1964年 4月 三井造船（株）入社 玉野造船所プラント設計部配属  

化学プラント設計業務に従事 

     1964年 12月 三井造船（株）本社プラント設計部転勤  

化学プラント設計業務に従事 

     1968年 3月 三井造船（株）退社 

     1968年 3月 茨城大学助手 工学部機械工学科採用 流体工学講座に配属  

     1978年 4月 茨城大学工学部機械工学科 熱工学講座に転属 

     1979年 8月 英国シェフィールド大学客員研究員 研修に従事 

     1980年 8月 英国シェフィールド大学客員研究員から帰学 

     1985年 4月 茨城大学工学部機械工学科 助教授に昇格 熱工学講座  

     1993年 4月 茨城大学工学部機械工学科 教授に昇格 熱工学講座  

     2005年 3月 茨城大学工学部機械工学科を定年退職 

     2005年 3月 茨城大学名誉教授の称号を授与される 

 

アピールポイント 

三井造船での化学プラント設計実務と茨城大学工学部における長年の教育・研究活動

で培った流体工学、熱工学、燃焼学に関する専門知識・実践力を活かし、本件産廃処

分場建設計画における洪水災害の危険性の問題点について検証して来ました。特に洪

水災害が専門ではありませんが、極めて近い分野ではあり、重大案件ですので、専門

家の一人として少なからず貢献できますことを願っています。 

学術上の業績（鈴木鐸士） 

  

１．学会及び社会における活動 

  ① 日本機械学会会員（昭和３９年～現在） 

  ② 日本燃焼学会会員（昭和５０年～現在） 

  ③ The Combustion Institute（国際燃焼学会）会員（昭和５０年～現在） 

  ④ 日本火災学会会員（昭和５０年～現在） 

  ⑤ 日本油空圧学会会員（昭和４３年～平成１７年） 

  ⑥ ターボ機械協会会員（昭和４３年～平成１７年） 

  ⑦ 日本機械学会第二出版部会校閲委員（昭和６２年４月～平成元年４月） 

  ⑧ 日本機械学会第二出版部会校閲委員（平成２年４月～平成４年４月） 

  ⑨ 第３回 ASME-JSME 熱工学合同会議（Reno Nevada） JSME側 Session  

Organizer（平成３年３月） 

  ⑩ 日本火災学会賞（平成３年度）受賞 燃え拡がり機構に関する研究（平成３年 

５月） 

  ⑪ 24th Int. Symposium on Combustion, Program Subcommittee  委員（平成３年７月

    ～平成４年７月） 

⑫ 日本火災学会 論文査読委員（平成５年度～平成６年度） 

  ⑬ 平成１５年度日本機械学会茨城講演会（茨城大学工学部キャンパス）実行委員長（平

成１５年９月） 

 

 

  ２．著書及び学術論文集 

   著 書 

   ①  平成９年５月 火災便覧 第３版 日本火災学会編  共著 共立出版 ４６－ 

５７（１２頁） 

    学術論文 

②  昭和５３年８月 Flame Front Movements of a Turbulent Premixed Flame 共著  

17th Symposium (International) on Combustion, The Combustion Institute, 1978,  

289-297(9頁) 

 ③  昭和５３年１０月 予混合乱流火炎の実験的研究（発光量分布の測定による火炎構

造の研究） 共著 日本機械学会論文集、４４巻３８６号、３５３４－３５４２（９

頁） 
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表２：調整池容量の算定対象流域面積規定の代表例        

① 茨城県   

開発行為の技術基準 （平成 10年 10月 1日改正） 茨城県 17-18頁 （甲 26） 

計画排水区域は、雨水については開発区域を含む地形上の流域とし、汚水については開発区

域とする。 

② 京都府  

重要開発調整池に関する技術的基準 同解説 （平成 29 年 7 月） 京都府建設交通部河川課 

13-14頁 

流域面積の考え方は参考図 2.2に示すとおりである（図①の（a）に転載）。同図によると、

重要開発調整池の流域面積は、開発地面積と非開発地面積の合計である。 

③ 宮城県  

都市計画法に係る開発許可制度便覧 第 3 章開発許可に係る技術的基準（令和 5 年 7 月 18

日改定） 宮城県 337頁 

排水施設の設計にあたっては、流域単位で考えるものであるから、開発区域内の雨水及び汚

水についてはもちろんのこと、周辺地形状況又は周辺地域の土地利用の状況により、その排

水区域を設定すること（説明図あり、図①の（ｂ）に転載）。 

例えば、背後に丘陵地があるなど当然その区域の雨水を処理しなければならない場合は、そ

の雨水についても併せて設計しなければならない。 

滋賀県 

開発に伴う雨水排水計画基準（案） 滋賀県土木交通部河港課 （平成 14年 4月） 11頁 

開発区域外において、調整池の集水域となる区域が生じる場合、原則として当該区域は調整

池の計画上、開発区域と見なすものとする。 

兵庫県 

重要調整池の設置に関する技術的基準及び解説 兵庫県 （令和 5年 6月） 10頁 

許容放流量の算定に係る区域（集水面積）は、開発行為を行う区域の面積 A1 と開発行為を

行う区域外の流入区域の面積 A2の合計としている（解説図あり）。 
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③ 水防法規定の最大降雨量と計画規模の年確率降雨量との比較 
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新設道路の西側部分に関する許容放流量

被告が想定する比流量 0.029㎥/ｓ/㏊

西側部分の面積 81.47㏊

許容放流量 0.029㎥/ｓ/㏊×81.47㏊≒2.37

㎥/ｓ

23



合理式に基づく新設道路西側部分から鮎
川に流出する水量の計算

81.47㏊×153mｍ/hr×0.６÷360

＝20.7㎥／ｓ

24
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水防法が想定する大雨が新設道路西側に
降った時に発生する水量

 153㎜/ｈの雨が1時間降ったとする

面積は81.47㏊

流出係数を0.6とする

→81万4700㎥×0.153m×0.6÷3600s＝20.7㎥/ｓ

流出係数を0.7とする

→81万4700㎡×0.153ｍ×0.7÷3600ｓ＝24.2㎥/ｓ

・流出係数を１とする

→81万4700㎡×0.153ｍ×１÷3600ｓ＝34.6㎥/ｓ

26
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ここで、流出係数ｆ: 0.708、流域面積Ａ:118.3（ha）として、式(1)により調整池容量を算定
した。

Ⅴ ＝（ｒi―ｒc/2）・60・ｔi・ｆ・A・1/360・・・・・（１）

甲44号証・表１

表１：算定に用いる年確率降雨量による調節継続時間ｔiおよび調整池容量Ｖの変化 

 



被告が予定している防災調整池の容量

 元々3万0889㎥→2万9747㎥に下方修正

 3万0889㎥の根拠

→許容放流量を計算

比流量0.029㎥/ｓ/㏊×処分場の敷地面積36.83㏊＝1.06807㎥/ｓ

≒1.0681㎥/ｓ

この許容放流量を基にして、防災調整池の容量を算出した。

28



乙54号証の１・１２
７頁 29



被告が行った防災調整池の容量計算

 公式 Ｖ＝（ri－rc/2)×60×ti×f×Ａ×1/360

 ri 1/30確率降雨強度曲線上の任意の継続時間tiに対応する降雨強度

20.12㎜/ｈ

 ｒｃ 調整池下流の流下能力の値に対する降雨強度 14.746㎜/ｈ

 ｔｉ 任意の継続時間 537分

 ｆ 開発後の流出係数 0.7080

 Ａ 流域面積 36.83㏊

 Ｖ=（20.12－14.746/2）×60×537×0.7080×36.83×1/360＝2万9748．
5633855㎥

30
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流域が隔壁で確実に区分された場合の各流域に課せられる調整池容量 

水防法規定の降雨量（1 時間 153mm、24時間 690ｍｍ）の場合 

Ｖ敷地=(48.7 ㎜/h－14.746 ㎜/h/2)×60×720min×0.708×36.83 ㏊×1/360=12 万 9300 ㎥ 

Ｖ西側=(48.7 ㎜/h－14.746 ㎜/h/2)×60×720min×0.6×81.47 ㏊×1/360=24 万 2500 ㎥ 

 V 合計＝Ｖ敷地+Ｖ西側＝12 万 9300 ㎥+24 万 2500 ㎥＝37 万 1800 ㎥ 

1/200 年確率の降雨量（1時間 110mm、24 時間 404ｍｍ）の場合 

Ｖ敷地=(37.8 ㎜/h－14.746 ㎜/h/2)×60×399min×0.708×36.83 ㏊×1/360=5万 2800 ㎥ 

Ｖ西側=(37.8 ㎜/h－14.746 ㎜/h/2)×60×399min×0.6×81.47 ㏊×1/360=9 万 8900 ㎥ 

 V 合計＝Ｖ敷地+Ｖ西側＝5万 2800 ㎥+9 万 8900 ㎥＝15万 1700 ㎥ 

1/30 年確率の降雨量（1時間 75mm、24 時間 256ｍｍ）の場合 

Ｖ敷地=(37.3 ㎜/h－14.746 ㎜/h/2)×60×199min×0.708×36.83 ㏊×1/360=2万 5900 ㎥ 

Ｖ西側=(37.3 ㎜/h－14.746 ㎜/h/2)×60×199min×0.6×81.47 ㏊×1/360=4 万 8500 ㎥ 

 V 合計＝Ｖ敷地+Ｖ西側＝2万 5900 ㎥+4 万 8500 ㎥＝7 万 4400 ㎥ 
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35
＊洪水吐き総量：2159x5＝10,795㎥
＊必要調整池容量：32,689＋10,795＝43,484㎥
＊1/200年確率降雨での調整池容量：49,200㎥
＊水防法規定の降雨での調整池容量：120,800㎥ ＊洪水吐きの発生は許容放流量の規定違反であり、失格を意味する。
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唐津沢湖の貯水能力

 湛水面の標高 約110ｍ

 湖岸の傾斜角度 約40度

 湖面が15.4ｍ上昇するまで湛水すると、57万2600㎥になる。

 唐津沢湖の流出口付近の標高は約125ｍ

→湛水面から15ｍ上昇すると、110ｍ＋15ｍ＝125ｍとなり、流出口付
近の標高となる。

37
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唐津沢の流量

通常の流量

0.011㎥/s

（乙54の2・69p）

令和5年9月台風の時の流
量

62.09㏊×93㎜／hｒ
×0.7÷3600

＝11.3㎥/s
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令和5年9月台風の時の雨量が埋立地に
降った場合

 埋立地の面積は9.3㏊

 令和5年9月台風の時に日立市に降った雨は、93㎜/ｈまたは97㎜/ｈ

 この雨が埋立地に3時間半降ったとすると

9万3000㎡×0.093ｍ/ｈ×3.5ｈ＝3万0271.5㎥

9万3000㎡×0.097ｍ/ｈ×3.5ｈ＝3万1573.5㎥

本件処分場の浸出水調整槽の容量は2万8000㎥

42



1時間あたり93㎜の雨が3.5時間降った場合に
調整池に流れ込む水量、必要な調整池容量

 V=(93㎜/h－14.746㎜/h/2)×60×210min×0.7080×36.83㏊×1/360

 ＝（93㎜/h）×60×210min×0.7080×36.83㏊×1/360（調整池に流れ
込む流量）－（14.746㎜/h/2)×60×210min×0.7080×36.83㏊×1/360

（許容放流量）

 =調整池に流れ込む流量－許容放流量=84,876㎥（流れ込む流量）－
6,729㎥（許容放流量）=78,147㎥（調整池容量）
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